
令和５年度 （所属名) 不祥事ゼロプログラムの検証等 

 

○ 課題・目標別実施結果 

課  題 目  標 実施結果と目標の達成状況 

法令遵守意識の向

上（法令の遵守、

服務規律の徹底） 

法令を遵守し、すべ

ての公務外非行を未

然に防止する 

実施結果：Ｄ（要改善） 

Teamsで通知類の提示等を実施し、職員全体の意識の向

上を図り、職員行動指針の徹底を行ったが、一部職員

による私費の不適切な会計処理が発生してしまった。

今後改めて不祥事防止研修等を実施して、再発防止を

徹底する 

職場のハラスメン

ト（パワハラ・セ

クハラ・マタハラ

等）の防止 

職員が当事者意識を

もって取り組み、ハ

ラスメントを根絶す

る 

実施結果：Ｄ（要改善） 

不祥事防止会議及び職員室等の巡視を通じてハラスメ

ントを起こさない環境づくりに努めた。しかし、職員

間による不適切な言動等が見られるため、今後も管理

職による継続的な意識改善を要する 

児童・生徒に対す

るわいせつ・セク

ハラ行為の防止 

生徒に対するわいせ

つ・セクハラ行為を

未然に防ぐ 

実施結果：Ａ（良好） 

セクハラの実態調査を実施し、職員及び生徒に対して

スクールセクハラ防止への意識づけを行った 

体罰、不適切な指

導の防止 

日ごろから体罰や不

適切な指導が発生し

ないよう、教職員の

意識の向上を図る 

実施結果：Ｃ（経過観察） 

体罰の実態調査を実施するとともに、不祥事防止会議

等で職場における再点検を行った。その結果、一部職

員による不適切な指導と認識される行為が見つかった 

入学者選抜・成績

処理及び進路関係

書類の作成及び取

扱いに係る事故防

止 

調査書・通知書等の

発行及び取扱いにお

ける点検体制を徹底

する 

実施結果：Ａ（良好） 

成績処理・入学者選抜業務前に不祥事防止会議を実施

した。調査書や進路関係書類の発行・点検に際してル

ール化を行い、効果的な点検体制を敷いた。今後に向

け、点検体制のさらなる改善を図り、ミスを未然に防

止する体制を強化していく 

個人情報の管理、

情報セキュリティ

対策 

個人情報の管理、特

にデジタルデータの

管理の徹底を図る。

また、ＳＮＳ、電子

メール、成績処理等

での事故を未然に防

止する 

実施結果：Ａ（良好） 

教務手帳の一元管理と成績処理関係書類の管理を徹底

している。電子データの校外への持ち出しを厳しくチ

ェックし、個人情報の管理も徹底している。特にＵＳ

Ｂメモリの持ち出し禁止や外部への個人情報の持ち出

しなどを確認し管理を徹底した。県の指針に基づき、

暗号化サーバーによる適正なファイル管理を実施した 

業務執行体制の確

保等（情報共有、

相互チェック体

制、業務協力体

制） 

職員間の情報共有を

促進して適切な業務

協力体制を構築する 

実施結果：Ｂ（概ね良好） 

Teamsを積極活用して情報共有を効率的に進めた。ま

た、職員のボトムアップによる業務の協力体制の構築

を進めている 

会計事務等の適正

執行 

各種会計、現金管理

に係る事故を未然に

防止する 

実施結果：Ｄ（要改善） 

年度初めに「私費会計処理マニュアル」を配付し、適

正な会計処理のための研修会を実施したが、一部職員

による私費の不適切な会計処理が発生してしまった。

今後、適正な会計処理が行われるよう徹底する 

 

様式２ 



○ 令和５年度不祥事ゼロプログラム全体の達成状況と令和６年度に取り組むべき課題 

（学校長意見） 

 

日頃より、不祥事防止会議や研修等で事故・不祥事の防止に対する職員の意識を高めるよう努

めたが、会計処理に係る大きな事故が本年度起きてしまった。会計処理マニュアルに則って、適

切に処理をすることによって防ぐことができたことであり、あらゆる事故に共通することではあ

るが、あらためてマニュアルの大切さを認識し、職員間でマニュアルに記載されている内容が適

切に履行されているかどうかを確認する機会の必要性を痛感した。 

次年度においては、不祥事防止に係る様々なマニュアル等をすべて確認し、「どのような事故

も起きる可能性はある」という認識のもと、不祥事防止の徹底に取り組んでいきたい。 

 

以下の項目に関しては、次年度以降も取り組むべき重点事項と考える。 

・ 「児童・生徒に対するハラスメント等の防止と、職員間のハラスメント等の防止」について、

さらに意識啓発を行う機会を適切に設定し、人権意識を向上させたい。 

・ 「体罰、不適切な指導の防止」については、不用意な言葉や高圧的な態度等も体罰であるとの

認識を共有し、生徒が安心して学ぶことができる環境を保つため、職員に対する個別面談や人

権研修会等を開催することで教職員の人権意識をさらに高めていく。 

・ 「会計事務等の適正執行」では、私費会計基準に則り適正な会計処理を行うことができるよう、

マニュアルの再確認、慎重な会計処理起案のチェック、そして、購入物品の現物確認の徹底等

に努め、事故の再発防止に向けた体制づくりを行う。 

・ 風通しのよい職場づくりを進めることにより、困った時に職員が安心して気軽に相談できる環

境を構築する。 

 

 

 

 

 


